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定時株主総会
招集ご通知

第84期
電  車

地下鉄及び近鉄・阪神をご利用の際は、
地下道30番出口にて直結

ＪＲをご利用の際は、Ｂ１Ｆ連絡口にて直結

会　場 　大阪市浪速区湊町一丁目２番３号
　　　　 ホテルモントレ　グラスミア大阪  21階　ブルーベルの間
電　話 　06－6645－7111（代表）

※マルイト難波ビル１Ｆ及びＢ１Ｆにホテル用入口がございます
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※駐車場の準備はいたしておりませんので、
ご了承のほどお願い申しあげます｡

Ｂ１Ｆ改札より徒歩約１分
ＪＲ難波駅

Ｂ１Ｆ北西or北東改札より徒歩約５分
地下鉄御堂筋線なんば駅

Ｂ２Ｆ西改札より徒歩約２分
近鉄・阪神大阪難波駅

Ｂ２Ｆ西改札より徒歩約２分
地下鉄千日前線なんば駅

Ｂ１Ｆ北改札より徒歩約1分
地下鉄四つ橋線なんば駅

３Ｆ北改札or２Ｆ中央改札より
徒歩約10分

南海なんば駅

エレベーターで21階へ

株  主  総  会
会場ご案内図

ホテルモントレ グラスミア大阪 21階

地下鉄・近鉄・阪神

JR難波駅

エレベーターで
21階へ
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株　主　各　位 証券コード  1852
2019年６月６日

大阪市浪速区湊町一丁目２番３号マルイト難波ビル

代表取締役社長　浅 沼 誠

第84期 定時株主総会招集ご通知
拝啓　株主の皆さまには日頃よりご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第84期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面又はインターネット等により議決権を行使することができますので、お
手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に賛否をご記入の上、
2019年６月25日（火曜日）午後５時15分までに到着するようご送付いただきたくお願い申しあげます。

敬　具

１．日　　時 2019年６月26日（水曜日）　午前10時
２．場　　所 大阪市浪速区湊町一丁目２番３号  ホテルモントレ  グラスミア大阪  21階   ブルーベルの間
３．目的事項
　報告事項 １．第84期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

   事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び
   監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第84期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）
   計算書類の内容報告の件

　決議事項 ＜会社提案＞
　第１号議案     剰余金の処分の件
　第２号議案     取締役８名選任の件
　第３号議案     監査役１名選任の件
＜株主提案＞
　第4号議案     政策保有株式の売却に係る定款変更の件
　第5号議案     剰余金を処分する件
各議案の要領は、後記の株主総会参考書類に記載のとおりであります。

記

以　上1 Asanuma  Corporation
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◎ 当社は、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、次に掲げる事項をインターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.asanuma.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。

（1）連結計算書類の連結注記表
（2）計算書類の個別注記表

なお、本招集ご通知の添付書類に記載しております連結計算書類及び計算書類は、監査役が監査報告を、会計監査
人が会計監査報告を作成するに際して監査をした書類の一部であります。

◎ 株主総会参考書類及び添付書類（事業報告、計算書類、連結計算書類）の記載事項について、修正すべき事項が生じ
た場合には、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.asanuma.co.jp/）に掲載させていただきます。

議決権行使のご案内

当日ご出席の場合

開催日時  2019年６月26日（水曜日）  午前10時

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
資源節約のため、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申しあげます。

当日ご出席願えない場合

行使期限  2019年６月25日（火曜日）  午後５時15分必着
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご記入の上、行使期限までに
到着するようご返送ください。

書面による議決権行使

行使期限  2019年６月25日（火曜日）  午後５時15分まで
議決権行使サイト(https://www.web54.net）にアクセスしていただき、画
面の案内に従い行使期限までに賛否をご入力ください。
詳細は次ページをご参照ください。

インターネット等による議決権行使

2Asanuma  Corporation

監
査
報
告
書

計
算
書
類

連
結
計
算
書
類

事
業
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

招
集
ご
通
知

招
集
ご
通
知

010_0010801101906.indd   2 2019/05/23   19:17:59



3 Asanuma  Corporation

書面による議決権行使のご案内
行使期限：2019年６月25日（火曜日）午後５時15分到着分まで
　同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示していただき、ご返送願います。
　当社取締役会の意見にご賛成の場合は、株主提案に対する賛否ご記入欄の「否」の欄に
○印をご表示願います。
※�各議案につき賛否のご表示が無い場合は、会社提案については賛成、株主提案については反対

の意思表示があったものとして取り扱わせていただきます。

■記入方法のご案内

■記入例

こちらに、各議案の賛否をご記入ください。　�▶賛成の場合：「賛」の欄に〇印 
▶反対の場合：「否」の欄に〇印

第１号議案から第３号議案
は当社取締役会からご提案
させていただく議案です。

第４号議案から第５号議案
は一部の株主様からのご提
案です。
取締役会としてはこれらの
議案いずれにも反対してお
ります。詳細は12ページ以降
を御参照ください。

会社提案・取締役会の意見にご賛同いただける場合 会社提案・取締役会の意見に反対される場合
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4Asanuma  Corporation
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の上、行使していただきますようお願い申しあげます。

機関投資家の皆さまへ
株式会社ICJが運営する「議決権電子行使プラットフォーム」から電磁的方法による議決権行使を行っていただく
ことも可能です。

インターネットによる
議決権行使に関する

お問い合わせ

インターネットによる議決権行使に関して、ご不明な点につきましては、 
以下にお問い合わせくださいますようお願い申しあげます。
株主名簿管理人 三井住友信託銀行証券代行ウェブサポート
0120-652-031 ［受付時間（午前9時～午後9時）］

●インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォン
又は携帯電話から議決権行使サイト（https://www.web54.net）に
アクセスしていただき、同封の議決権行使書用紙に記載の議
決権行使コード及びパスワードをご利用の上、画面の案内に
従って議案の賛否をご入力ください。

●インターネットによる議決権行使は、2019年6月25日（火曜日）
午後5時15分まで受付いたします。�  

（議決権行使結果の集計の都合上、お早めに行使されるようお
願いいたします。）

●議決権行使サイトをご利用いただく際のプロバイダへの接続
料金及び通信事業者への通信料金（電話料金等）は株主様のご
負担となります。

パソコン又はスマートフォンの場合 アクセス手順
❶ WEBサイトへアクセス

❷ ログインする

❸ パスワードの入力

❹ �以降は画面の入力案内に従って 
賛否をご入力ください。

※書面とインターネットにより二重に議決権を行使された場合は、
インターネットによるものを有効な議決権行使としてお取扱い
いたします。また、インターネットによって複数回数又はパソコ
ンと携帯電話で重複して議決権を行使された場合は、最後に行わ
れたものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。

インターネット等による議決権行使のご案内

010_0010801101906.indd   4 2019/05/23   19:18:00



●株主総会参考書類

5 Asanuma Corporation

＜会社提案（第１号議案から第３号議案まで）＞

第1号議案 剰余金の処分の件
　
　当社は、株主の皆さまに対する利益還元を経営の最重要施策として考え、それを実現するため、将来の事業展
開に必要な新技術を開発しつつ、会社の競争力の維持強化に努め、業績に裏付けられた成果配分を行うことを基
本方針としております。
　当期の期末配当金につきましては、財務状況及び業績などを総合的に勘案し、１株につき153円とさせていた
だきたいと存じます。

１ 配当財産の種類
金銭

２ 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株について153円
総額1,233,523,791円

３ 剰余金の配当が効力を生じる日
2019年６月27日

宝印刷株式会社 2019年05月23日 19時56分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）
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Asanuma Corporation 6

第2号議案 取締役８名選任の件
　
　取締役８名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、経営の透明性の確保及びコーポレート・ガバナンスの一層の強化を図るため社外取締役１名を
増員し、新任２名を含む取締役８名の選任をお願いしたいと存じます。
　なお、本議案が原案どおり承認された場合、当社の取締役の３分の１以上が独立役員となります。
　取締役候補者は次のとおりであります。
　
候補者
番 号 氏 名 当社における地位及び担当 取締役会出席回数

１ 再 任 浅 沼 誠 代表取締役 社長執行役員 13回/13回（100％）

２ 再 任 山 腰 守 夫 代表取締役 専務執行役員
社長室長 兼 海外事業担当 17回/17回（100％）

３ 再 任 植 芝 幸 擴 取締役 専務執行役員 建築事業本部長 13回/13回（100％）

４ 新 任 森 山 起 宏 常務執行役員 土木事業本部長 － －

５ 再 任 立 石 勇 一 取締役 東京駐在 17回/17回（100％）

６
再 任

社 外

独 立

齋 藤 宏 保 取締役 15回/17回 （ 88％）

７
再 任

社 外

独 立

福 田 昌 史 取締役 17回/17回（100％）

８
新 任

社 外

独 立

船 本 美 和 子 － － －

宝印刷株式会社 2019年05月23日 19時56分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



● 株主総会参考書類

7 Asanuma Corporation

候補者番号

１
再 任

あさ ぬま まこと

浅沼 誠（1972年４月18日生） 所有する当社の株式の数 137,388株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1996年４月 当社入社
2009年６月 当社本社社長室次長兼総務部長
2015年４月 当社執行役員リニューアル統括部長

兼東京本店リニューアル営業部長
2016年４月 当社執行役員建築事業本部営業推進室長

兼リニューアル・不動産担当

2018年４月 当社副社長執行役員建築事業本部長
2018年６月 当社代表取締役社長執行役員

現在に至る

[重要な兼職の状況]
淺沼建物株式会社 代表取締役社長
ASANUMA CONSTRUCTION LTD.,INTERNATIONAL 取締役会長

取締役候補者の選任理由
上記の経歴を有し、当社の代表取締役として企業経営に精通していることから取締役候補者に選任いたしました。

　

（注） 浅沼誠氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。
　
候補者番号

２
再 任

やま こし もり お

山腰 守夫（1955年９月３日生） 所有する当社の株式の数 2,200株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
2002年６月 株式会社三井住友銀行

新宿法人営業第二部長
2003年６月 同行本店（東京）上席調査役
2004年４月 同行名古屋法人営業第二部長
2006年４月 同行業務監査部 上席考査役
2007年６月 当社入社 執行役員

東京本店建築営業担当
2012年４月 当社常務執行役員統括副事業本部長
2012年６月 当社取締役常務執行役員

統括副事業本部長

2013年１月 当社取締役常務執行役員
社長室長

2015年４月 当社取締役常務執行役員
社長室長兼海外事業担当

2017年４月 当社取締役専務執行役員
社長室長兼海外事業担当

2018年６月 当社代表取締役専務執行役員
社長室長兼海外事業担当
現在に至る

[重要な兼職の状況]
SINGAPORE PAINTS & CONTRACTOR PTE. LTD. 取締役

取締役候補者の選任理由
上記の経歴や、金融機関において培ったマネジメントと知見を有し、当社の本社及び海外事業を中心に業務全般に精
通していることから取締役候補者に選任いたしました。

　

（注） 山腰守夫氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。

宝印刷株式会社 2019年05月23日 19時56分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）
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Asanuma Corporation 8

候補者番号

３
再 任

うえ しば ゆき ひろ

植芝 幸擴（1955年４月８日生） 所有する当社の株式の数 900株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1974年４月 当社入社
2013年４月 当社大阪本店建築部長
2015年４月 当社執行役員

大阪本店副本店長（建築担当）
2017年４月 当社常務執行役員大阪本店長
2018年４月 当社常務執行役員大阪本店長

兼建築事業本部副本部長

2018年６月 当社取締役常務執行役員大阪本店長
兼建築事業本部副本部長

2019年４月 当社取締役専務執行役員
建築事業本部長
現在に至る

取締役候補者の選任理由
上記の経歴を有し、当社の大阪本店建築事業を中心に業務全般とマネジメントに精通していることから取締役候補者
に選任いたしました。

　

（注） 植芝幸擴氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。

候補者番号

4
新 任

もり やま かず ひろ

森山 起宏（1955年６月２日生） 所有する当社の株式の数 1,700株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1974年４月 当社入社
2012年４月 当社大阪本店土木部長
2014年４月 当社大阪本店副本店長（土木担当）

兼大阪本店土木部長

2015年４月 当社土木事業本部副本部長
2016年４月 当社執行役員土木事業本部副本部長
2018年４月 当社常務執行役員土木事業本部長

現在に至る

取締役候補者の選任理由
上記の経歴を有し、当社の土木事業を中心に業務全般とマネジメントに精通していることから取締役候補者に選任い
たしました。

　

（注） 森山起宏氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。
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候補者番号

５
再 任

たて いし ゆう いち

立石 勇一（1955年12月26日生） 所有する当社の株式の数 409株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1980年４月 当社入社
2012年４月 当社東京本店建築部長
2016年１月 当社東京本店副本店長（建築担当）
2016年４月 当社常務執行役員東京本店長
2017年６月 当社取締役常務執行役員

東京本店長

2018年４月 当社取締役常務執行役員
東京本店長兼建築事業本部副本部長

2019年４月 当社取締役東京駐在
現在に至る

取締役候補者の選任理由
上記の経歴を有し、当社の東京本店建築事業を中心に業務全般とマネジメントに精通していることから取締役候補者
に選任いたしました。

　

（注） 立石勇一氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。
　
候補者番号

６
再 任

社 外

独 立

さい とう ひろ やす

齋藤 宏保（1947年３月17日生） 所有する当社の株式の数 －

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1970年４月 ＮＨＫ（日本放送協会）入局
1995年６月 同局 解説委員
1998年６月 同局 解説主幹
2004年３月 同局 定年退職
2004年４月 東京農工大学大学院客員教授
2005年３月 同大学大学院客員教授退任
2005年４月 中部大学人文学部教授・メディア教育セ

ンター長
2015年３月 同大学人文学部教授・メディア教育セン

ター長退任

2015年６月 株式会社ＮＨＫグローバルメディアサー
ビス専門委員

2016年６月 当社社外取締役（現任）
2017年９月 株式会社ＮＨＫグローバルメディアサー

ビス専門委員退任
2017年９月 ジャーナリスト（現任）

現在に至る

社外取締役候補者の選任理由
および社外取締役として職務を適切に遂行できると当社が判断した理由
齋藤宏保氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、上記の経歴を有し、ジャーナリストとしての専門分
野における豊富な知識・経験等を有することなどから、当社の業務執行の適法性確保のために有益であると判断し、
社外取締役候補者に選任いたしました。

　

（注）１. 齋藤宏保氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。
２．齋藤宏保氏の当社社外取締役に就任してからの年数は、本総会終結の時をもって３年となります。
３．当社は、齋藤宏保氏との間で、社外取締役としての役割を十分に発揮できるよう法令に定める限度まで責任
を限定する責任限定契約を締結しております。

４．当社は齋藤宏保氏を東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。
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候補者番号

７
再 任

社 外

独 立

ふく だ まさ ふみ

福田 昌史（1944年８月25日生） 所有する当社の株式の数 －

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1971年４月 建設省（現国土交通省）入省
1999年10月 同省四国地方建設局

（現四国地方整備局）局長
2001年11月 水資源開発公団（現水資源機構）理事
2008年５月 四国建設弘済会

（四国クリエイト協会）理事長

2017年６月 四国建設弘済会
（四国クリエイト協会）顧問（現任）

2017年６月 当社社外取締役（現任）
現在に至る

[重要な兼職の状況]
四国建設弘済会（四国クリエイト協会）顧問
高知工科大学名誉客員教授

社外取締役候補者の選任理由
および社外取締役として職務を適切に遂行できると当社が判断した理由
福田昌史氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、上記の経歴を有し、長年建設分野に携わってきたこ
とによる豊富な知識・経験等を有することなどから、当社の業務執行の適法性確保のために有益であると判断し、社
外取締役候補者に選任いたしました。

（注）１. 福田昌史氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。
２．福田昌史氏の当社社外取締役に就任してからの年数は、本総会終結の時をもって２年となります。
３．当社は、福田昌史氏との間で、社外取締役としての役割を十分に発揮できるよう法令に定める限度まで責任
を限定する責任限定契約を締結しております。

４．当社は福田昌史氏を東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

候補者番号

８
新 任

社 外

独 立

ふな もと み わ こ

船本 美和子（1979年７月30日生） 所有する当社の株式の数 －

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
2014年２月 弁護士登録

リソルテ総合法律事務所入所（現任）
2015年４月 東京弁護士会税務特別委員会委員（現任）

現在に至る

社外取締役候補者の選任理由
および社外取締役として職務を適切に遂行できると当社が判断した理由
船本美和子氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、上記の経歴を有し、弁護士としての専門的知見並
びに企業法務に関する豊富な経験を有しており、当社の業務執行の適法性確保のために有益であると判断し、社外取
締役候補者に選任いたしました。

（注）１. 船本美和子氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。
２．当社は、船本美和子氏との間で、社外取締役としての役割を十分に発揮できるよう法令に定める限度まで責
任を限定する責任限定契約を締結する予定です。

３．当社は船本美和子氏が社外取締役に就任された場合、東京証券取引所の定めに基づく独立役員となる予定で
す。
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第3号議案 監査役１名選任の件
　
　監査役香田一郎氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、監査役１名の選任をお願
いするものであります。なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。
　

新 任

さ さ き ゆう いち

佐々木 勇一（1961年２月７日生） 所有する当社の株式の数 －

略歴、地位及び重要な兼職の状況
1983年４月 当社入社
2008年４月 当社本社情報システム室長
2015年10月 当社監査室長兼コンプライアンス室長

2018年４月 当社コンプライアンス室長
現在に至る

監査役候補者の選任理由
上記の経歴を有し、当社の監査部門・コンプライアンス部門を中心に業務全般のリスク管理に精通していることから、
監査役候補者に選任いたしました。

　

（注） 佐々木勇一氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。
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＜株主提案（第４号議案から第５号議案まで）＞
　第４号議案から第５号議案は、株主様２名（以下「提案株主」といいます。）からのご提案によるものです。
　なお、提案株主から通知された提案の議案及び議案の概要は、各議案毎に整理し、そのまま記載しておりま
す。

第4号議案 政策保有株式の売却に係る定款変更の件
１．提案の内容
　現行の定款に以下の章及び条文を新設する。

　第７章 政策保有株式の売却
　第34条 （政策保有株式の売却）

当会社が、本条を追加する定款変更の効力発生日現在、貸借対照表に計上している政策保有株式は、第85期
から第87期までの３期中に速やかに売却するものとする。

２．提案の理由
　当社は、2018年３月末現在、貸借対照表計上額で90億４百万円となる59銘柄の政策保有株式を保有してい
る。
　当社の2018年６月28日付にて提出された有価証券報告書によれば、政策保有株式の株式発行企業は、当社の
取引先であり、保有の目的は「取引先との友好関係強化の為」及び「取引関係の強化の為」と説明されている。
取引先との友好関係を強化しても当社の株主価値が向上するとは考えがたく、また、株式を保有することがなぜ
取引関係の強化につながるのかも理解しがたい。
　政策保有株式を保有することは、すなわち安定株主として当該株式を保有することであり、これは当該株式発
行会社の取締役の保身に協力するものである。株主から預かっている当社の大切な資本をそのような他社の取締
役の保身への協力などという不適切な目的に使用して、不稼働資産である政策保有株式として眠らせることは妥
当でなく、効率的に活用するべきである。
　当社は、現在保有する政策保有株式を早期に全て売却し、その売却代金を当社の株主価値向上のために使うべ
きである。具体的には、政策保有株式を今期を含む今後３期以内に売却することとする。
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◆取締役会の意見
　当社取締役会としては、本議案に反対いたします。

　当社は、取引先との友好的関係の強化を図るため、取締役会の決議により政策保有株式を取得しており、
2019年３月末時点で9,442百万円（簿価）の政策保有株式を保有しております。そうした中、当社は、「上場株
式の保有適否判断基準」に基づき、直前期の対投資配当利回り等の便益が当該期末の資本コストを下回る場合に
は、政策保有株式を縮減する方針としております。個別の政策保有株式の検証については、毎期首の定例取締役
会において、当該基準を適用するほか、経済的合理性を総合的に勘案した上で、具体的に保有の適否を精査する
ことにより、継続保有と売却の要否を検証しております。
　2019年３月期においては、保有に伴う便益が資本コストに見合わない保有株式を売却し、その売却代金を自
己株式の取得資金に充当しております(取得した自己株式の総数313,600株、取得価額の総額999,933,700円)。
今後とも、具体的な状況に応じ保有の適否を適切に判断することが、企業価値の向上に資するものと考えており
ます。

　従いまして、第85期から第87期までの３期中に政策保有株式の売却を求める定款変更である本議案は、上記
方針と合致せず、当社の企業価値の向上に資さないと判断いたします。

宝印刷株式会社 2019年05月23日 19時56分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

Asanuma Corporation 14

第5号議案 剰余金を処分する件
１．提案の内容
（１）配当財産の種類
　 金銭
（２）配当財産の割り当てに関する事項及びその総額

386円から、第84期定時株主総会において可決された当社取締役会が提案した剰余金処分に係る議案（以
下「会社側利益処分案」という。）に基づく普通株式１株当たり配当金額（以下「会社提案配当金額」と
いう。）を控除した普通株式１株当たりの配当金額を、会社提案配当金額に加えて配当する。
第84期１株当たり当期純利益金額から小数点以下を切り捨てた金額（以下「実績ＥＰＳ」という。）が
386円と異なる場合は冒頭の386円を実績ＥＰＳに読み替える。
なお、配当総額は、上記の普通株式１株当たりの配当金額に2019年３月31日現在の配当の対象となる株
式数を乗じた額となる。

（３）剰余金の配当が効力を生じる日
　 2019年６月に開催される第84期当社定時株主総会の開催日の翌日
　なお、本議案は、第84期定時株主総会に会社側利益処分案が提案された場合、同提案とは独立かつ同提案と両
立するものとして、追加で提案するものである。

２．提案の理由
　「第２ 提案の内容 ３．剰余金を処分する件」に記載の386円とは、2019年4月18日現在最新の当社予想
１株当たり当期純利益の金額である。本件は、会社提案の１株当たり配当金がいくらであっても、当期純利益全
てを配当すること、つまり、配当性向100％を企図した提案である。
　当社の自己資本比率は2018年３月末現在で34.0％となっているが、これは、本決算ベースで当社の過去最高
まで上昇した水準である。前記のように、自己資本比率をさらに高めることを予定する中期３カ年計画を開示し
ていることもあわせて考えると、過年度並みの利益水準が継続するとすれば、将来のＲＯＥは減少していくこと
となる。
　さらに、当社は自己資本比率をさらに積み上げようとするのみならず、前記の通り、2018年12月末現在で、
現預金約240億円、投資有価証券約93億円、有利子負債は約118億円と、現金類似資産も十分な水準で保有して
いる。
　当社は、これ以上自社内に資金を留保する必要はなく、また、これ以上自己資本を積み上げてもＲＯＥは減少
するだけである。余剰資金を株主に還元することが、株主価値を高め、ひいては株価の向上につながることか
ら、剰余金の配当を大幅に増額すべきである。
　なお、今回提案する剰余金の処分案を実行しても、その配当総額は当期純利益の範囲内であることから、前期
末の当社の自己資本及び現預金水準を大きく変えるものではなく、当社の財務状態は良好なままである。
　上記提案の詳細な説明は、https://proposal-for-asanuma-from-sc.com/又は株式会社ストラテジックキャ
ピタルのホームページ右上の特設サイトリンクhttps://stracap.jp/を参照されたい。
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◆取締役会の意見
　当社取締役会としては、本議案に反対いたします。

　 当社は、株主還元の基本方針として、利益配分については、株主への利益還元を最重要施策として考え、それ
を実現するため、将来の事業展開に必要な新技術を開発しつつ、会社の競争力の維持強化に努め、業績に裏付け
られた成果配分を行うことを基本方針としております。

　 当社は業績悪化により2012年３月期から３期連続無配となりましたが、株主の皆様にご心配をお掛けしない
よう、財務体質の改善を図りつつ、2015年３月期に復配し、2018年３月期には普通株式１株当たり16円（株
式併合後ベースでは160円）、連結配当性向25.7%といたしました。
　そして、2019年３月期は、財務内容の改善に一定の目処が立ったため、当初計画（１株当たり100円、連結
配当性向25.9%）より増配し、普通株式１株当たり153円（連結配当性向30.3%）と提案させていただきまし
た。
　 さらに、中期３カ年計画（2018年度～2020年度）において開示した株主還元方針（2020年度には連結配当
性向30%以上）を見直し、「2018年度・配当性向30%以上、2019年度・同40%以上、2020年度・同50%以
上」を目指して、配当性向を今後一層向上させてまいります。
　加えて、保有する資金や年間の利益から生じる資金等の活用につきましては、中期３カ年計画では、「３年間
で200億円を技術研究関連投資、ICT関連投資、コンセッション事業や海外展開投資、協力会社への支払いの現
金化のために投入する」としております。そして、このような資金活用は、中長期的に企業価値を増大させ、株
主の皆様に安定的かつ継続的に成果を還元するために必要不可欠なものであると考えております。なお、同計画
の初年度となる2018年度には、技術研究関連投資、ICT関連投資、海外M&A、協力会社への支払いの現金化の
ために、約120億円の資金投入をしております。

　従いまして、実質的に親会社株主に帰属する利益の100％の配当を求める本議案は、当社の株主還元の基本方
針及び今後の資本活用策に合致せず、当社の中長期的な企業価値向上に寄与しないと判断いたします。

　
以 上
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１ 企業集団の現況に関する事項

１．事業の経過及びその成果
　
　当連結会計年度におけるわが国の経済は、国内景気に関しては緩やかな回復基調で推移した一方、海外におき
ましては、米中貿易摩擦や中国経済の減速から秋口以降、輸出関連企業を中心に業績の下振れが顕在化してきた
ところもあり、今後の動向次第では世界経済への影響の更なる拡大が懸念されるなど変化の兆しが出てきた状況
にありました。
　当社グループの主たる事業である建設業界におきましては、住宅建設については概ね横ばいとなっているもの
の、民間建設投資については、概ね堅調に推移した景気動向を背景とした設備投資の緩やかな増加が見られ、公
共建設投資については、引き続き高水準を維持し、建設投資全体としては良好な事業環境のもと、推移いたしま
した。
　そのような中、当社においては、2018年度を初年度とする新中期３カ年計画を作成し、新領域への挑戦とし
て海外M&Aの実施、株主還元施策として10億円の自己株式取得の実施、新技術や新工法開発への投資として技
術研究所の増改築、Ai-MAP SYSTEMの開発やJICAのSDGｓ案件への参加など中期３カ年計画の施策への取り
組みを推進いたしました。
　このような環境の下、当社グループの当連結会計年度の受注高は、期初計画を上回り1,537億１千７百万円と
なり、前連結会計年度比10.8％の増加となりました。
売上高につきましては、1,357億１千３百万円となり、前連結会計年度比5.4％の減少となりました。
　部門別売上高は、建築事業が1,091億１千５百万円（前年同期比8.4％減）、土木事業が250億７千９百万円
（前年同期比8.8％増）、その他の事業が15億１千８百万円（前年同期比21.2％増）であります。
　この結果、当社グループにおける受注高・売上高・繰越高は次のとおりであります。

　（単位：百万円）

区 分 前期繰越高 当期受注高 当期売上高 次期繰越高

建
設
事
業

建 築 101,823 129,322 109,115 122,030

土 木 33,037 24,394 25,079 32,352

計 134,860 153,717 134,194 154,383

そ の 他 の 事 業 － 1,518

合 計 134,860 153,717 135,713 154,383
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　損益に関しまして、期初計画と比べ完成工事高の増加並びに工事採算の改善等により完成工事総利益が上回
り、売上総利益につきましては、133億２千５百万円（前年同期比12.1％減）となりました。
　また、営業損益は、57億円の利益（前年同期比28.3％減）となりました。
　経常損益は、56億１千６百万円の利益（前年同期比26.2％減）となりました。
　親会社株主に帰属する当期純損益は、41億７千８百万円の利益（前年同期比20.0％減）となりました。

２．設備投資等の状況
　
　当連結会計年度は、技術研究所の増築・設備更新、及び社内システムの機能拡張等の情報関連設備（ソフトウ
ェア含む。）を中心に投資を行い、その総額は17億３千万円でありました。
　なお、施工能力に重大な影響を及ぼすような固定資産の売却、撤去等はありません。

３．資金調達の状況
　
　当社は経営環境の変化に柔軟に対応するため、安定的かつ機動的な資金調達枠を確保するとともに、より一層
の財務基盤の強化を図ることを目的としてコミットメントライン契約を締結しております。

４．対処すべき課題
　
　次期の見通しにつきましては、海外経済の減速による影響から、わが国の経済は、景気後退局面へと変化の兆
しが表れてきております。
　当社グループの主たる事業である建設業界につきましては、次期（2019年度）の建設投資は、公共・民間と
も堅調さを維持するものと見られ、民間の住宅着工においては消費税増税の影響はあるもののほぼ横ばいで推移
するものと考えられますが、海外経済の減速による設備投資の先送りや抑制など下押し要因及び資材、労務の調
達価格の動向には注視する必要があります。
　このような状況の中、当社グループとしましては、2018年度を初年度とする中期３カ年計画の２年目として
各施策を実行に移し、安定した業績の確保・継続を目指してまいります。具体的には、選別受注の徹底、
Ai-MAPSYSTEMをはじめとする新技術・工法の事業化への取組み推進、新領域への挑戦としてコンセッション
事業への取組み推進及びリニューアル事業のブランド化への取組みなどによる収益力強化です。
　株主の皆さまにおかれましては、今後とも格別のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。
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2016年
３月期

2019年
３月期

2018年
３月期

2017年
３月期

2016年
３月期

2019年
３月期

2018年
３月期

2017年
３月期

2016年
３月期

2019年
３月期

2018年
３月期

2017年
３月期

2016年
３月期

2019年
３月期

2018年
３月期

2017年
３月期

2016年
３月期

2019年
３月期

2018年
３月期

2017年
３月期

2016年
３月期

2019年
３月期

2018年
３月期

2017年
３月期

受注高

１株当たり当期純利益

売上高

総資産

親会社株主に帰属する当期純利益

純資産

（百万円）

（円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

139,998 153,096 146,982 132,699 6,728 7,294

19,925
30,071

105,124 104,385884.36 951.42 103,369 35,223
623.31

138,765 143,434

5,221

153,717

4,178

135,713

102,000

504.87

37,466

５．財産及び損益の状況の推移
　

区 分 2016年
３月期

2017年
３月期

2018年
３月期

2019年
３月期

受 注 高 （百万円） 139,998 153,096 138,765 153,717

売 上 高 （百万円） 146,982 132,699 143,434 135,713

親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 6,728 7,294 5,221 4,178

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 （円） 884.36 951.42 623.31 504.87

総 資 産 （百万円） 105,124 104,385 103,369 102,000

純 資 産 （百万円） 19,925 30,071 35,223 37,466
（注）１．当社は、2018年10月１日を効力発生日として普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施したため、2016年３月期

の期首に当該株式併合が行なわれたと仮定して、１株当たり当期純利益を算定しております。
　 ２．当社は、2019年３月期期首より「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）

を適用しており、2018年３月期以前については遡及処理後の値を記載しております。
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６．重要な親会社及び子会社の状況
　
① 親会社との関係
　該当事項はありません。
　
② 重要な子会社の状況
　

会 社 名 資本金 当社の出資比率 主要な事業内容
淺 沼 建 物 株 式 会 社 20百万円 100.0％ 損害保険代理業
SINGAPORE PAINTS & CONTRACTOR PTE. LTD. 50万SGD 80.0％ 建物塗装・修繕工事請負業

　

（注）１．当社の連結子会社は上記の重要な子会社２社を含め６社であり、このほか持分法適用会社３社があります。
　 ２．当社は、2018年10月19日を株式取得日、2018年12月31日をみなし取得日として、SINGAPORE PAINTS &

CONTRACTOR PTE. LTD.を子会社としました。
　
③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況
　該当事項はありません。
　
　
７．主要な事業内容
　
　当社グループは、建設業法により特定建設業者として国土交通大臣許可を受け、土木、建築並びにこれらに関
する事業、宅地建物取引業法により宅地建物取引業者として国土交通大臣免許を受けて不動産に関する事業、建
築物・関連設備の管理メンテナンス事業、損害保険代理業、建物塗装・修繕工事請負業を行っております。
　
　
８．主要な営業所
　
① 当 社
　

名 称 所 在 地
本 社 大 阪 市 浪 速 区
大 阪 本 店 大 阪 市 浪 速 区
東 京 本 店 東 京 都 港 区
名 古 屋 支 店 名 古 屋 市 中 村 区
北 海 道 支 店 札 幌 市 豊 平 区
東 北 支 店 仙 台 市 青 葉 区
さ い た ま 支 店 さ い た ま 市 南 区
横 浜 支 店 横 浜 市 中 区
神 戸 支 店 神 戸 市 中 央 区
広 島 支 店 広 島 市 南 区
九 州 支 店 福 岡 市 博 多 区
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② 子 会 社
　

名 称 所 在 地
淺 沼 建 物 株 式 会 社 大 阪 市 浪 速 区

SINGAPORE PAINTS & CONTRACTOR PTE. LTD. シ ン ガ ポ ー ル

９．従業員の状況
　

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減数

1,427名 175名増
　

10．主要な借入先
　

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,520 百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,200

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,160
　

（注）１．上記の借入先には、PFI事業を営む連結子会社に対する株式会社足利銀行を幹事とするプロジェクトファイナンスローン１件
（借入先７社）総額2,983百万円、株式会社南都銀行を借入先とするプロジェクトファイナンスローン１件558百万円は含め
ておりません。

２．当社においては、経営環境の変化に柔軟に対応するため、安定的かつ機動的な資金調達枠を確保するとともに、より一層の
財務基盤の強化を図ることを目的としてコミットメントライン契約を締結しております。なお、当連結会計年度末における
当該実行残高はございません。
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２ 会社の株式に関する事項

１．発行可能株式総数 29,356,500株

２．発行済株式の総数 8,508,629株（自己株式446,382株を含む)

３．株 主 数 5,626名（前期比418名減）

４．大 株 主（上位10名）
　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

淺 沼 組 弥 生 会 持 株 会 381千株 4.73 ％

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 377 4.68

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 356 4.42

INTERTRUST TRUSTEES(CAYMAN)LIMITED SOLELY
IN ITS CAPACITY AS TRUSTEE OF JAPAN-UP 301 3.74

INTERTRUST TRUSTEES (CAYMAN) LIMITED
AS TRUSTEE OF JAPAN-UP UNIT TRUST 300 3.72

Ｋ Ｂ Ｌ ＥＰＢ Ｓ．Ａ． １０７７０４ 276 3.43

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 254 3.16

BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES LUXEMBOURG
/JASDEC/ACCT BP2S DUBLIN CLIENTS-AIFM 191 2.38

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 190 2.37

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 154 1.92
　

（注）１．当社は、自己株式446,382株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は、自己株式を控除して算出しております。

５．その他株式に関する重要な事項
　
　当社は、2018年10月１日を効力発生日として株式併合（普通株式10株につき１株の割合で併合し、発行可能
株式総数を293,565,000株から29,356,500株に変更）を実施したため、発行済株式総数は76,577,664株減少
し、8,508,629株となっております。また、同日付で単元株式数を1,000株から100株に変更しております。
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３ 会社役員に関する事項
　
１．取締役及び監査役の氏名等

（2019年３月31日現在）
　

会社における地位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況

代表取締役社長 浅 沼 誠 社長執行役員
淺沼建物株式会社代表取締役社長
ASANUMA CONSTRUCTION LTD.,
INTERNATIONAL取締役会長

代 表 取 締 役 山 腰 守 夫 専務執行役員 社長室長
兼海外事業担当

SINGAPORE PAINTS & CONTRACTOR
PTE.LTD.取締役

取 締 役 廣 田 新 次 専務執行役員 建築事業本部長
取 締 役 小 島 達 行 専務執行役員 安全品質環境本部長

取 締 役 立 石 勇 一 常務執行役員 東京本店長
兼建築事業本部副本部長

取 締 役 植 芝 幸 擴 常務執行役員 大阪本店長
兼建築事業本部副本部長

取 締 役 齋 藤 宏 保

取 締 役 福 田 昌 史
四国建設弘済会
（四国クリエイト協会）顧問
高知工科大学名誉客員教授

常 勤 監 査 役 香 田 一 郎
常 勤 監 査 役 中 西 啓 悦

監 査 役 石 島 隆

法政大学大学院イノベーショ
ン・マネジメント研究科教授
三栄源エフ･エフ･アイ株式会社
社外監査役
巣鴨信用金庫職員外理事
（非常勤）

監 査 役 山 脇 衛 社会福祉法人三秀会監事
　

宝印刷株式会社 2019年05月23日 19時56分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



●　事業報告

23 Asanuma Corporation

（注）１．取締役齋藤宏保氏及び福田昌史氏は、社外取締役であります。
２．監査役石島隆氏及び山脇衛氏は、社外監査役であります。
３．監査役石島隆氏は、公認会計士の資格を有し、また大学院教授として専門分野における豊富な知識・経験等を有しており、
財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

４．取締役齋藤宏保氏及び福田昌史氏、監査役石島隆氏及び山脇衛氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定
し、同取引所に届け出ております。

５．当期中の取締役及び監査役の異動
（１）就 任 2018年６月27日開催の第83期定時株主総会において、浅沼誠氏及び植芝幸擴氏が取締役に選任され、それぞ

れ就任いたしました。
（２）退 任 2018年６月27日開催の第83期定時株主総会終結の時をもって、取締役上田隆史氏が退任いたしました。

2018年６月23日代表取締役淺沼健一氏は逝去し、同日をもって退任いたしました。
６．2019年４月１日付で、取締役廣田新次氏は執行役員を退任に、取締役立石勇一氏は執行役員を退任し東京駐在に、取締役
植芝幸擴氏は専務執行役員建築事業本部長に担当が変更となっております。

２．責任限定契約の内容の概要
　
　当社は、各社外役員との間で、会社法第427条第１項及び定款の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害
賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額
であります。
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３．取締役及び監査役の報酬等の額
　

区 分 支給人員 支 給 額
取 締 役

(うち社外取締役)
10名
（２名）

156百万円
（13百万円）

監 査 役
(うち社外監査役)

４名
（２名）

28百万円
（８百万円）

合 計 14名 184百万円
（注）１．上記には2018年６月27日開催の第83期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役並びに、2018年６月23日付で退任

した代表取締役の２名が含まれております。
２．上記のほか、2005年６月29日開催の第70期定時株主総会における役員退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給の決議に基
づき、退任取締役１名に97百万円を支払っております。

役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方針
役員報酬等の額の決定に関する方針
１．役員報酬等の決定方法

　取締役報酬等の総額及び監査役報酬等の総額については株主総会の決議により決定します。
当社の役員報酬等に関する株主総会の決議年月日は1994年６月29日であり、決議の内容は「取締役の総
報酬額は月額50百万円以内、監査役の総報酬額は月額６百万円以内」であります。

　 また、具体的な取締役報酬等の額につきましては、決定プロセスの透明性、公正性を確保するために、指
名・報酬委員会における審議のうえ、取締役会の決議により決定します。

　 なお、各事業年度における取締役報酬等の額の決定過程における指名・報酬委員会の活動は毎期行なって
おり、独立性のある社外取締役を委員長として審議を行い、その結果を取締役会に答申しております。

　 監査役報酬等つきましては監査役の協議により決定しております。
２．役員報酬等の額の決定に関する方針の内容
　Ⅰ．役員報酬等の基本的考え方

　当社の役員報酬等につきましては、企業業績と企業価値の持続的な向上に資するため、当社役員に求め
られる役割と責任に見合った報酬水準及び報酬体系となるよう設計します。

　Ⅱ．役員報酬等の方針と内容
　 ａ．取締役報酬等

固定報酬と業績連動報酬の両方または固定報酬のみで構成されており、その報酬総額決定の方針は以下
のとおりであります。
・社内取締役の報酬等は、固定報酬と業績連動報酬で構成し、従業員の平均給与とのバランスを考慮し決
定します。
　なお、報酬総額のうち、業績連動報酬の割合に関しましては、20％程度としております。
・社外取締役の報酬等は、業務執行から独立した立場で経営に関与・助言を求めているとの考えから、固
　定報酬のみで構成します。

ｂ．監査役報酬等
　 固定報酬のみで構成します。

　 なお、株価連動の機能を有する役員持株会制度を実施しております。
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４．社外役員に関する事項
　
① 社外役員の重要な兼職先と当社の関係
　当社とは記載すべき関係はありません。

② 社外役員の主な活動状況
　

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社外取締役

齋 藤 宏 保
当期開催の取締役会17回中15回に出席し、ジャーナリストとし
ての専門分野における豊富な知識・経験を活かし、議案等につい
て発言を行っております。

福 田 昌 史
当期開催の取締役会17回中17回に出席し、長年建設分野に携わ
ってきたことによる豊富な知識・経験を活かし、議案等について
発言を行っております。

社外監査役

石 島 隆
当期開催の取締役会17回中14回、監査役会15回中13回に出席
し、主に公認会計士としての専門的見地からリスク管理及び決算
の在り方等財務全般について発言を行っております。

山 脇 衛
当期開催の取締役会17回中17回、監査役会15回中15回に出席
し、主に弁護士としての専門的見地から内部統制システムや、コ
ンプライアンスについて発言を行っております。
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４ 会計監査人の状況
　
１．会計監査人の名称
　
　EY新日本有限責任監査法人
　
２．会計監査人の報酬等の額
　

区 分 支 払 額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 45百万円
当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額 51百万円

　

（注）１．監査役会は、会計監査人の監査内容、職務遂行状況及び報酬見積の算出根拠が適切であるかどうかについて必要な検証を行
ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、「会社法」に基づく監査と「金融商品取引法」に基づく監査の監査報酬の額
を区別しておらず、実質的にも区別できないため、上記の金額にはこれらの合計額を記載しております。

　
３．会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合には、監査役会の
決議により会計監査人の解任又は不再任に関する株主総会の議案の内容を決定することといたします。
　会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合には、監査役会は監査役全
員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集
される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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５ 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　
１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その
他業務の適正を確保するための体制

　
　当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」について、取締役会におい
て決議しております。今後も経営・業務の適正性を確保するとともに、環境の変化に応じた見直しを行い、内部
統制システムの改善を図ってまいります。その概要は以下のとおりであります。

１．取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 企業行動規範、コンプライアンス宣言を基本としたコンプライアンス規程、取締役会規則、執行役員規則
等を整備する。
② コンプライアンス委員会及びコンプライアンス室を設置し、内部通報制度を構築する。
③ 内部通報制度に基づく報告をした者に対して、解雇その他の一切の不利益が生じないことを確保する。
④ 監査室を設置し、業務活動が法令等に準拠しているか等を客観的に評価し、改善・提言を行うことを目的
とする内部監査を行う。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役会規則、稟議規程等に従い適切に保存及び管理し、必要に応じて検証、規程等の見直しを行う。

３．会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　事業推進に伴う損失の危険の管理については、リスクの適切な識別及び管理の重要性を認識・評価し、状況
分析を行い、業務に係る最適な管理体制を構築する。
① 日常業務に伴う各種のリスクについては、それぞれの主管部署で対応するとともに、必要に応じて専門性
を持った会議体で審議し、適切な対策を講じる。
② 突発的に発生する災害等に伴うリスクについては、危機管理の手引き等に基づき対応する。
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Asanuma Corporation 28

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役会は原則月１回開催し、また必要に応じて随時開催する。なお開催困難な場合は、書面決議ができ
るものとする。なお、重要案件については社長の諮問機関である経営会議に諮り、事前に検討し取締役会に
上程する。
② 経営上の意思決定と業務執行の明確化を目指して執行役員制度を採用する。

５．当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 関係会社にも当社の企業行動規範、コンプライアンス宣言を基本としたコンプライアンス規程等を適用す
ることで、グループ全体の業務の適正化を図るとともに、内部通報制度についてもその通報窓口を関係会社
にも開放し、これを関係会社に周知することにより、当社グループにおけるコンプライアンスの実効性とグ
ループ内取引の公正性を確保する。
② 当社は、関係会社管理規程に基づき関係会社の業務執行を管理し、関係会社は、定期的に当社取締役会へ
業務執行についての報告を行うものとする。
③ 関係会社における事業推進に伴う損失の危険の管理について、リスクの適切な識別及び管理の重要性を認
識・評価し、状況分析を行うことで、当社グループ全体として、業務に係る最適な管理体制を構築する。
④ 当社と関係会社との間の情報の伝達や業務の有効な範囲において、ITを適切かつ有効に利用する。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人（以下、「監査役補助者」という）を置くことを求めた場合における
監査役補助者に関する事項
　取締役会は監査役会と協議し、職務を補助すべき監査役補助者を置く。

７．監査役補助者の取締役からの独立性に関する事項
　監査役補助者を置く場合は、監査役補助者の任免・評価等について常勤監査役の同意を得るものとする。

８．監査役の監査役補助者に対する指示の実効性の確保に関する事項
　監査役補助者を置く場合は、監査役補助者に、監査役の指示に基づいた調査に関する権限を認める。
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９．監査役への報告に関する体制
① 代表取締役及び取締役は、取締役会において担当業務の執行状況について監査役に報告する。
② 取締役及び使用人、並びに関係会社の取締役、監査役、執行役、業務を執行する社員、会社法第598条第
１項の職務を行うべき者その他これらの者に相当する者及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者は、
当社及び当社グループに著しい損害を及ぼす恐れのある事実、監査室が実施した内部監査結果、内部通報が
あった法令等の違反については、速やかに監査役に報告する。

10．監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための
体制
　監査役への報告をした者に対して、解雇その他の一切の不利益が生じないことを確保する。

11．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費
用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役は、必要に応じて、法律・会計等の専門家に相談をすることができ、その費用は会社が負担するもの
とする。

12．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査役は、監査役監査基準に基づき適切な運営を行うとともに、業務の執行状況を把握するため、取締役
会等の重要な会議に出席する。
② 監査役は、業務執行に関する重要な文書を随時閲覧し、必要に応じ取締役、使用人に対し説明を求めるこ
とができる。
③ 監査役と会計監査人及び監査室は相互に連携し、必要に応じて意見交換を行う。
　

宝印刷株式会社 2019年05月23日 19時56分 $FOLDER; 25ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

Asanuma Corporation 30

２．業務の適正を確保するための体制の運用状況
　
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための
体制の運用状況の概要は以下のとおりです。
①内部統制システム全般
　当社グループの内部統制システム全般の整備・運用状況を当社の監査室がモニタリングし、改善を進めており
ます。
②コンプライアンス
　当社は、当社グループの使用人に対し、その階層に応じて必要なコンプライアンスについて、社内研修での教
育及び会議体での説明を行い、法令及び定款を遵守するための取組みを継続的に行っております。
　また、当社は、内部通報制度により相談・通報体制を設けており、グループ各社にも開放することでコンプラ
イアンスの実効性向上に努めております。
③リスク管理体制
　コンプライアンス委員会において、報告されたリスクの管理状況について報告いたしました。
④内部監査
　監査室が作成した内部監査計画に基づき、当社グループの内部監査を実施いたしました。

　

（注） 事業報告中の記載数字は、金額については表示単位未満の端数を切り捨て、比率については表示単位未満の端数を四捨五入し
ております。
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連結貸借対照表（2019年３月31日現在） (単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
資産の部 負債の部
流動資産
現金預金
受取手形・完成工事未収入金等
未成工事支出金
その他のたな卸資産
未収入金
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物・構築物
土地
その他
無形固定資産
ソフトウェア
ソフトウェア仮勘定
その他
投資その他の資産
投資有価証券
長期貸付金
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

84,924
23,545
54,271
1,942
49

4,877
259
△21

17,075
5,333
2,845
1,808
679
886
317
265
303

10,855
9,442
112
567
1,413
△681

流動負債 51,147
支払手形・工事未払金等 30,125
短期借入金 2,790
未払金 2,028
未払法人税等 1,790
未成工事受入金 6,903
完成工事補償引当金 501
工事損失引当金 4
その他 7,002

固定負債 13,386
社債 650
長期借入金 8,253
繰延税金負債 12
退職給付に係る負債 4,342
その他 126
負債合計 64,533
純資産の部
株主資本 34,248
資本金 9,614
資本剰余金 2,166
利益剰余金 23,616
自己株式 △1,149
その他の包括利益累計額 3,032
その他有価証券評価差額金 3,334
為替換算調整勘定 △7
退職給付に係る調整累計額 △293
非支配株主持分 185
純資産合計 37,466

資産合計 102,000 負債純資産合計 102,000
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連結損益計算書（2018年４月１日から2019年３月31日まで） (単位：百万円）

科 目 金 額
売上高
完成工事高 134,194
その他の事業売上高 1,518 135,713

売上原価
完成工事原価 121,089
その他の事業売上原価 1,298 122,388
売上総利益
完成工事総利益 13,105
その他の事業総利益 220 13,325

販売費及び一般管理費 7,624
営業利益 5,700
営業外収益
受取利息及び配当金 216
持分法による投資利益 13
為替差益 29
その他 23 282

営業外費用
支払利息 189
支払保証料 41
支払手数料 127
その他 7 366
経常利益 5,616
特別利益
固定資産売却益 0
投資有価証券売却益 468
その他 0 469

特別損失
固定資産除却損 0
減損損失 56
その他 3 60
税金等調整前当期純利益 6,025
法人税、住民税及び事業税 1,796
法人税等調整額 60 1,857
当期純利益 4,168
非支配株主に帰属する当期純利益又は
非支配株主に帰属する当期純損失 △10
親会社株主に帰属する当期純利益 4,178
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連結株主資本等変動計算書（2018年４月１日から2019年３月31日まで） (単位：百万円）

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

2018年４月１日残高 9,614 2,166 20,777 △145 32,413
連結会計年度中の変動額
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 4,178 4,178
剰 余 金 の 配 当 △1,340 △1,340
自 己 株 式 の 取 得 △1,004 △1,004
自 己 株 式 の 処 分 0 0 0
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － 0 2,838 △1,003 1,834
2019年３月31日残高 9,614 2,166 23,616 △1,149 34,248
　

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金 為替換算調整勘定 退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

2018年４月１日残高 3,070 － △376 2,694 115 35,223
連結会計年度中の変動額
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 4,178
剰 余 金 の 配 当 △1,340
自 己 株 式 の 取 得 △1,004
自 己 株 式 の 処 分 0
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 263 △7 82 338 69 408

連結会計年度中の変動額合計 263 △7 82 338 69 2,242
2019年３月31日残高 3,334 △7 △293 3,032 185 37,466
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貸借対照表（2019年３月31日現在） (単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
資産の部 負債の部
流動資産
現金預金
受取手形
電子記録債権
完成工事未収入金
販売用不動産
未成工事支出金
材料貯蔵品
未収入金
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物・構築物
機械装置・運搬具
工具器具・備品
土地
リース資産
無形固定資産
ソフトウェア
ソフトウェア仮勘定
その他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
長期貸付金
長期営業外未収入金
長期前払費用
会員権及び入会金
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

79,259
22,747
2,636
1,847
44,909

34
1,942
14

4,858
290
△21

17,316
5,232
2,844
58
518
1,808

2
687
317
265
105

11,396
9,282
706
296
684
0

200
422
484
△681

流動負債 49,670
支払手形 893
工事未払金 28,204
短期借入金 2,460
未払金 2,016
未払費用 1,711
未払法人税等 1,778
未払消費税等 177
未成工事受入金 6,901
預り金 1,236
仮受消費税等 3,784
完成工事補償引当金 501
工事損失引当金 4

固定負債 9,666
　 社債 650
長期借入金 5,000
退職給付引当金 3,920
その他 95
負債合計 59,337
純資産の部
株主資本 33,909
資本金 9,614
資本剰余金 2,166
資本準備金 2,165
その他資本剰余金 0
利益剰余金 23,277
利益準備金 271
その他利益剰余金 23,006
固定資産圧縮積立金 398
繰越利益剰余金 22,607

自己株式 △1,149
評価・換算差額等 3,328
その他有価証券評価差額金 3,328
純資産合計 37,238

資産合計 96,575 負債純資産合計 96,575
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損益計算書（2018年４月１日から2019年３月31日まで） (単位：百万円）

科 目 金 額
売上高
完成工事高 134,194
その他の事業売上高 415 134,610

売上原価
完成工事原価 121,089
その他の事業売上原価 296 121,386
売上総利益
完成工事総利益 13,105
その他の事業総利益 118 13,223

販売費及び一般管理費 7,518
営業利益 5,704
営業外収益
受取利息及び配当金 186
為替差益 29
その他 43 259

営業外費用
支払利息 131
支払保証料 41
支払手数料 127
その他 7 308
経常利益 5,656
特別利益
固定資産売却益 0
投資有価証券売却益 468
その他 0 469

特別損失
固定資産除却損 0
減損損失 56
その他 3 60
税引前当期純利益 6,065
法人税、住民税及び事業税 1,774
法人税等調整額 73 1,847
当期純利益 4,217
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Asanuma Corporation 36

株主資本等変動計算書（2018年４月１日から2019年３月31日まで） (単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金
固 定 資 産
圧縮積立金

繰 越 利 益
剰 余 金

2018年４月１日残高 9,614 2,165 0 2,166 137 406 19,857
事業年度中の変動額
固定資産圧縮積立金の取崩 △7 7
利益準備金の積立 134 △134
剰 余 金 の 配 当 △1,340
当 期 純 利 益 4,217
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 0 0
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － 0 0 134 △7 2,749
2019年３月31日残高 9,614 2,165 0 2,166 271 398 22,607
　

株 主 資 本 評価・換算差額等
純 資 産 合 計利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計 その他有価証券
評 価 差 額 金利益剰余金合計

2018年４月１日残高 20,401 △145 32,037 3,063 35,100
事業年度中の変動額
固定資産圧縮積立金の取崩 － － －
利益準備金の積立 － － －
剰 余 金 の 配 当 △1,340 △1,340 △1,340
当 期 純 利 益 4,217 4,217 4,217
自 己 株 式 の 取 得 △1,004 △1,004 △1,004
自 己 株 式 の 処 分 0 0 0
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） 264 264

事業年度中の変動額合計 2,876 △1,003 1,872 264 2,137
2019年３月31日残高 23,277 △1,149 33,909 3,328 37,238
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
2019年５月21日

株式会社　淺 沼 組
取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 林 由 佳 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 林 雅 史 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社淺沼組の2018年４月１日から2019年３
月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等
変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を
表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証
を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査
手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ
いて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当
監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作
成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含ま
れる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、株式会社淺沼組及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況
をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
2019年５月21日

株式会社　淺 沼 組
取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 林 由 佳 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 林 雅 史 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社淺沼組の2018年４月１日から
2019年３月31日までの第84期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその
附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用するこ
とが含まれる。
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準
に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めて
いる。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明
するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書
当監査役会は、2018年４月１日から2019年３月31日までの第84期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成
した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役
等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図
り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会
社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け
ました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びそ
の子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定
める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取
締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし
ました。
③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ
ることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月
28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表）について検討いたしました。
２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告
の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人 EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2019年５月21日
株式会社 淺沼組 監 査 役 会

常勤監査役 香 田 一 郎 ㊞
常勤監査役 中 西 啓 悦 ㊞
監 査 役
(社外監査役) 石 島 隆 ㊞
監 査 役
(社外監査役) 山 脇 衛 ㊞

以 上
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2019年６月26日（水曜日）午前10時
大阪市浪速区湊町一丁目２番３号
ホテルモントレ  グラスミア大阪　21階　ブルーベルの間
2019年６月25日（火曜日）

● 第84期定時株主総会招集ご通知 ・・  1
● 株主総会参考書類
＜会社提案＞
   第１号議案  剰余金の処分の件・・・・・・  5
   第２号議案  取締役8名選任の件・・・・ 6
   第３号議案  監査役1名選任の件・・・・11
＜株主提案＞
   第4号議案  政策保有株式の売却

に係る定款変更の件・・・・12
   第5号議案  剰余金を処分する件・・・・14

● 添付書類
   事業報告・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・16
   連結計算書類・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・31
   計算書類・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・34
   監査報告書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・37

証券コード 1852

議決権行使期限

開　催　場　所

開　催　日　時

定時株主総会
招集ご通知

第84期
電  車

地下鉄及び近鉄・阪神をご利用の際は、
地下道30番出口にて直結

ＪＲをご利用の際は、Ｂ１Ｆ連絡口にて直結

会　場 　大阪市浪速区湊町一丁目２番３号
　　　　 ホテルモントレ　グラスミア大阪  21階　ブルーベルの間
電　話 　06－6645－7111（代表）

※マルイト難波ビル１Ｆ及びＢ１Ｆにホテル用入口がございます

ホテル入口
オフィス／ホテル
共用エントランス

1F連絡口B1F

な
ん
ば
駅 な

ん
ば
駅

なんば駅

阪
神
高
速
１
号
環
状
線

関
西
本
線

道頓堀川

大阪難波駅

地
下
鉄
御
堂
筋
線

地
下
鉄
四
つ
橋
線

千日前通り

難波元町
小学校

代々木
ゼミナール

富永病院

OCAT

湊町リバープレイス

地下鉄四つ橋線
30番出口

元町
中公園

地下鉄千日前線

阪神なんば線J
R
難
波
駅

1F B1F

※駐車場の準備はいたしておりませんので、
ご了承のほどお願い申しあげます｡

Ｂ１Ｆ改札より徒歩約１分
ＪＲ難波駅

Ｂ１Ｆ北西or北東改札より徒歩約５分
地下鉄御堂筋線なんば駅

Ｂ２Ｆ西改札より徒歩約２分
近鉄・阪神大阪難波駅

Ｂ２Ｆ西改札より徒歩約２分
地下鉄千日前線なんば駅

Ｂ１Ｆ北改札より徒歩約1分
地下鉄四つ橋線なんば駅

３Ｆ北改札or２Ｆ中央改札より
徒歩約10分

南海なんば駅

エレベーターで21階へ

株  主  総  会
会場ご案内図

ホテルモントレ グラスミア大阪 21階

地下鉄・近鉄・阪神

JR難波駅

エレベーターで
21階へ
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